
◇ 論点マップ（奈良県の税制に係る課題・検討事項の整理） 奈良県総務部税務課

・大阪のベッドタウンとして、昭和50年代後半

まで社会増が高い水準で推移し、人口が大
幅に増加

・今後、全国よりも急速に高齢化が進行する見
込み

・県外就業率は、約３０％で全国一高い。
・県外消費率は、約１６％で全国最上位

・歳入の約４割を地方交付税に依存し、県税収入
は、３割未満

・個人県民税は、税収の４割強を占めるが、近年
は低下傾向 （一人当たり税収は、全国第８位）

・法人２税は、税収の２割未満で、自動車税よりも
少ない。 （一人当たり税収は、全国最下位）

・一世帯当たり消費支出は全国３位であるにもか
かわらず、清算後の一人当たり地方消費税額は
全国最下位

１ 地方法人課税関係
地方法人特別税・譲与税制度

２ 地方消費税関係
清算基準（現行分、税率引上げ分）

県勢の状況 県税の状況

税源の偏在（格差）是正

１ 課税自主権の活用
（１）産業廃棄物税（法定外税）

※２５年度中に検討

（２）森林環境税（法定外税、超過課税方式）
（３）法人県民税法人税割税率の特例 等

２ 減免・課税免除制度の見直し

自動車税・自動車取得税の身体障害者等
に係る減免

法人県民税均等割の課税免除 等

本県の自主的な税制

本県税制度のあり方を検討



奈良県税制調査会資料

平成２５年３月２６日（火）
午後３時３０分～ 奈良県庁５階

奈良県総務部税務課
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１ 県勢の状況について

（１） 地勢（面積、県土の状況） ・・・ ３
（２） 人口 ・・・ ４

奈良県の人口推移
将来推計人口（年齢３区分）
労働力人口と県外就業者数の推移

（３） 産業、雇用状況 ・・・ ７
県外就業率（都道府県比較）
県内消費率の推移

県外消費率の都道府県比較
（４） 歳入内訳 ・・・１０

都道府県別歳入の内訳

２ 県税の状況について

（１） 税収の動向 ・・・１１
税収等推移
県税等決算額の推移

（地方消費税清算後）
個人住民税収と納税義務者数等
の推移
法人事業税決算額の推移

（対平成元年度比）
（２） 税収構造 ・・・１５

税収構造の比較等

目 次
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(出典：以上、奈良県経済産業雇用振興会議資料)

３ 税制度のあり方について

（１） 税源の偏在（格差）是正 ・・・１６
格差について
地方法人課税について
地方消費税の清算基準について

（２） 本県の自主的な税制 ・・・２３
ア 課税自主権の活用

・・・産業廃棄物税（法定外税）の
検討・見直し

イ 減免・課税免除の適用
・・・自動車税・自動車取得税の

身体障害者等減免

４ その他

奈良県税制調査会の概要 ・・・２７
奈良県附属機関に関する条例・規則 ・・・２８



大和川

吉野川
（紀の川水系）

熊野川

木津川
（淀川水系）

奈良県の地勢
○本県の面積

全国面積の約１％
３，６９１ｋ㎡

○県土の8割
山間地帯

○可住地面積
８５１ｋ㎡
全国最小の47位

○河川
吉野川
熊野川
木津川
大和川

平野部を流れるの
は大和川のみ。

（１）地勢（面積、県土の状況） １ 県勢の状況について
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奈良県の人口推移
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３０年間で
約６０万人

（約２０，０００人／年）増
９４年間で約４０万人
（約４，３００人／年）増

全国
人口 約3,400万人 約9,800万人 約13,000万人

対全国比
約１．２％ 約０．８％ 約１．１％
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（２）人口（奈良県の人口推移） １ 県勢の状況について



奈良県の人口の推移（年齢階層別）
【出典】H17・H22国勢調査　H27～国立社会保障・人口問題研究所推計

197 184 155 135 120 110 101

940
875

807
754 708 655 598

284
334

387
410

411
409

406

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

H17
（2005）

H22
（2010）

H27
（2015）

H32
（2020）

H37
（2025）

H42
（2030）

H47
（2035）

(千人)
老年

生産年齢
年少

1,421 1,401
1,349

1,298
1,240

1,175
1,104

老年 20.0% 24.0% 28.7% 31.6% 33.2% 34.8% 36.8%
生産年齢 66.1% 62.8% 59.8% 58.0% 57.1% 55.8% 54.1%
年少 13.9% 13.2% 11.5% 10.4% 9.7% 9.4% 9.1%

奈良県の人口 －将来推計人口（年齢３区分）－

○県内人口は、Ｈ２２年１４０．１万人からＨ４７年１１０．４万人に減少すると推計
○少子高齢化の進展、生産年齢人口の減少

（２）人口（将来推計人口（年齢３区分）） １ 県勢の状況について
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奈良県の労働力人口と県外就業者数の推移

○労働力人口は、30年間（S40～Ｈ７）で30万人増加。同期間の県外就業者は12万人増加。

労働力人口と県外就業者数の推移（奈良県）

出典：国勢調査

（２）人口（労働力人口と県外就業者数の推移） １ 県勢の状況について
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県外就業率 －都道府県比較－

都道府県別の状況（県外就業率）
【出典】H22国勢調査（総務省）から算出
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○奈良県の県外就業率は29.90％で全国で最も高い。H17より0.6％上昇
2位：埼玉県29.87％ 3位：千葉県28.58％ 4位：神奈川県24.89％

■就業者の昼間人口（就業者）47.1万人（うち県外から4.2万人） 夜間人口59.7万人（うち県外へは16.8万人）

就業：調査対象期間に収入を伴う仕事に従事。就業率：15歳以上の就業者数／１５歳以上の人口、県外就業：就業地が県外

（３）産業、雇用状況（県外就業率（都道府県比較）） １ 県勢の状況について
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県内消費率の推移

○県内消費率は、昭和４７年（６４％）、平成１９年（８４％）。県外消費率１６％は全国最上位。
○県外消費額は、約４０００億円。
○売場面積指数が増加すると、県内消費率も増加する。

出所） 商業統計：経済産業省、人口推計（補間補正人口）：総務省

※県内消費率＝（県内小売販売額／県内人口）÷（全国小売販売額／全国人口）
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（３）産業、雇用状況（県内消費率の推移） １ 県勢の状況について
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県外消費率の都道府県比較

（３）産業、雇用状況（県外消費率の都道府県比較） １ 県勢の状況について
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都道府県別 歳入の内訳
（４）歳入内訳（都道府県別 歳入の内訳） １ 県勢の状況について

出典 平成２３年度地方財政状況調査（総務省）
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○本県は歳入の約４割を地方交付税に頼っている。
○交付税依存率は全国第８位



税収等推移
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(1)税収の動向（税収等の推移） ２ 県税の状況について
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○ 個人県民税は、県税収入の約40％強を占める最も大きな税源であるが、税収は減少傾向。
○ 法人２税は、平成21年度以降、自動車税よりも少ない状況。

○ 地方消費税（清算後）は、他税目と比較して安定的に推移。

(1)税収の動向 県税等決算額の推移（地方消費税清算後） ２ 県税の状況について
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○ 以後、税収は、減税や納税義務者数の減少等の影響により税源移譲（平成19年度）まで減少傾向
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(1)税収の動向 個人住民税と納税義務者数等の推移 ２ 県税の状況について
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法人事業税決算額の推移（対平成元年度比）
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特
別
税
導
入

外
形
標
準
課
税
導
入

全国シェア

０．５５％

全国シェア
０．４８％

年 度

大手銀行
△59億円

大手銀行
△22億円

大手銀行
＋43億円

＋10億円

＋30億円

△19億円

△28億円

△7億円 △34億円
△13億円

△15億円

全国税収

△5億円

△5億円

△12億円

＋43億円

＋46億円

△21億円

△7億円

○ 平成元年度～15年度までは、奈良県と全国の税収の伸びはほぼ連動 (全国のｼｪｱ約0.55%)
○ 16年度以降、全国よりも低い傾向が継続し乖離 (全国のｼｪｱ約048%)
○ 特に、近年は大法人からの税収が大きく低下

(1)税収の動向 法人事業税決算額の推移（対元年度比） ２ 県税の状況について
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大手製造業



○ 個人県民税が全体の4割強を占め、法人２税は自動車税に次ぐ３番目の税収割合
○ 昭和４０年を基準とすると税収は約３０倍まで増加
○ 平成元年度（バブル崩壊）頃までは、法人２税が税収のトップを占める

不動産取
得税 216

（6%）

自動車税
407

（10%）

個人県民
税783
（20%）

法人二税
1,284
（33%）

その他
724（19%）

軽油引取
税 326
（ 8%）

軽油引

取税

862,

（4%）

その他

2,845

（ 12%）

自動車

取得税

1,214

（5%）

個人県

民税

 6,802 （

28%）

自動車

税

2,837,

（12%）

法人二

税

8,358,

（33%）

不動産

取得税

1,191

（5%）

個人県民税
27,464
（25%）

自動車税
11,575
（11%）

法人二税
41,926
（38%）

軽油引取税
3,965 （4%）

不動産取得
税 5,393

（5%）

自動車取得
税 5,670

（5%）

奈良県

法人二税 14,735
(14.4%)

個人県民税
46,579  (45.4%)

自動車税 16,416
(16.0%)

地方消費税
7,125  (6.9%)

軽油引取税
5,772  (5.6%)

不動産取得税
2,587  (2.5%)

たばこ税 2,467
(2.4%)

自動車取得税
1,599  (1.6%)

京都府
自動車取得税
3,088  (1.3%)

たばこ税 5,471
(2.3%)

不動産取得税

7,712  (3.2%)
軽油引取税

12,974  (5.4%)

法人二税
59,214  (24.8%)

地方消費税
29,484  (12.3%)

自動車税
26,596  (11.1%)

個人県民税

85,127  (35.6%)

個人県民税,
29,718（26%）

自動車税
18,218 （16%）

法人二税
26,469 （24%）

地方消費税
9,854  （9%）

軽油引取税
8,331 （7%）

不動産取得税
4,159 （4%）

自動車取得税
5,179 （5%）

税収構造の比較（平成２３年度決算）

昭和４０年度
１＝3,902

昭和５０年度
６．３＝24,430

平成元年度
２８．１＝109,729

平成１０年度
２８．７＝111,926

平成２３年度
２６．３＝102，613

（単位：百万円）

滋賀県
自動車取得税
2,019  (1.5%)たばこ税 3,007

(2.2%)

不動産取得税
3,312  (2.4%)

自動車税 18,648
(13.6%)

個人県民税
46,320  (33.8%)

法人二税 35,740
(26.1%)

地方消費税
11,356  (8.3%)

軽油引取税
12,104  (8.8%)

過去の税収構造

※円の大きさは、イメージ

(２)税収構造 税収構造の比較等 ２ 県税の状況について
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（１）税源の偏在（格差）是正（格差について） ３ 税制度のあり方について

16

出典：総務省会議資料



■ 法人住民税

■ 法人事業税

17

出典：総務省会議資料

（１）税源の偏在（格差）是正（地方法人課税について） ３ 税制度のあり方について



18

出典：総務省会議資料

（１）税源の偏在（格差）是正（地方法人課税について） ３ 税制度のあり方について



平成２０年度
税収格差 ６．５倍
（最大：東京都／最小：奈良県）
※一人当たり約８万９千円の差

平成２２年度
税収格差 ３．３倍
（最大：東京都／最小：奈良県）
※一人当たり約４万１千円の差

（円）

※平成２０年度
・法人事業税は、「地方税に関する参考計数資料（総務省自治税務局）」の平成２０年度決算額

※平成２２年度
・法人事業税は、(社)地方行財政調査会「２２年度都道府県税決算見込額調べ」（出納閉鎖日現在）
・地方法人特別譲与税は、２２年度（５月期、８月期、１１月期及び２月期）の譲与額の合計

○ Ｈ２０税制改正で是正後も、東京都と奈良県は、なお３．３倍の格差

19

（１）税源の偏在（格差）是正（地方法人課税について） ３ 税制度のあり方について
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5

＜一人当たり消費支出と一人当たり地方消費税額との乖離率＞

消費支出に比べて
地方消費税額 大

消費支出に比べて
地方消費税額 小

最大
消費支出 ＜ 地方消費税収

（乖離率 ＋２０．５％）

最小
消費支出 ＞ 地方消費税収

（乖離率 ▲２３．６％）

※一人当たり消費額は「平成21年全国消費実態調査」（総務省統計局）及び平成22年国勢調査人口等基本集計（総務省統計局）より算出
※一人当たり地方消費税額は「地方税に関する参考計数資料」（平成21年度決算ベース）より引用

20.5 一人当たり消費支出（全国を100とした指数＝α）と
一人当たり地方消費税額（全国を100とした指数＝β）との乖離率

＝（β－α）／α

▲21.6

▲23.6

1人当たり地方消費税額（H21） 東京都 ２５，４５８円、奈良県 １５，１６６円 ※約１．７倍の格差

○ 奈良県の1世帯当たり消費支出は全国３位であるにもかかわらず、清算後の1人
当たり地方消費税額は全国最下位レベル

→奈良県の県外での購入割合が全国1位（15.9%）であること

→現行の清算基準が供給サイドの統計数値であること、が影響

「最終消費地と税の帰属地
の不一致」

20

（１）税源の偏在（格差）是正（地方消費税の清算基準について） ３ 税制度のあり方について



6

清算基準
小売年間
販売額

ｻｰﾋﾞｽ業対
個人事業収入額

人 口 従業者数

（割 合） ６／８ １／８ １／８

＜現行分＞

◎都道府県別の最終消費を把握できる消費関連統計の充実が必要
◎統計が整備されるまでの間は、消費代替指標として、人口にウエイトを置いた清算基準とすることが必要

＜現行の市町村への交付基準＞

人口 従業者数

１／２ １／２
うち１／２を
市町村へ交付

◎ 可能な限り社会保障経費と税収を一致させるため、社会保障経費 と連動性が高い高齢者人口等により配分することが必要

＜引上げ分＞

配分（案）
６５歳以上人口 ３／４

１８歳以下人口 １／４
うち１／２を
市町村へ交付

人口のみ
１／１

国費を伴う事業
シェア 給付対象 配分（案）

国費 地方費

基礎年金 ９．９ ０．７ 主に地方公務員共済年金分

後期高齢者医療 ４．５ ２．２ ２９％ 75歳以上を対象

介護 ２．２ ２．１ ２７％ 65歳以上を対象

その他年金（恩給等） １．４ ０．０

医療 ５．１ １．５ １９％ 主に国保（退職者が中心）

子ども・子育て ２．４ １．９ ２５％
子ども手当、育児休業給付等
主に18歳以下を対象

小計（社会保障４分野） ２５．５ ８．４

※ 第3回及び第4回地方税財政特別委員会資料を基に作成（平成22年度当初予算ベース）

（参考：社会保障関係費の地方負担）

65歳以上人口

３／４

18歳以下人口

１／４

（単位：兆円）

○ 現行の清算基準については、最終消費地と税の帰属地を一致させるため見直しが必要
○ 引上げ分については、その使途は社会保障の維持・充実に充てることとされており、

可能な限り地方の社会保障経費と税収を一致させることが必要

＜引上げ分の市町村への交付基準＞

21

（１）税源の偏在（格差）是正（地方消費税の清算基準について） ３ 税制度のあり方について



２０円 ３０円

４０円

９０円

９０円

大阪府 奈良県

ここの「小売年間販売額」等で清算
「供給サイドの統計」で清算される。

県 境

清算によって大阪府に帰属する

本来は、
最終消費地
に帰属

22

（１）税源の偏在（格差）是正（地方消費税の清算基準について） ３ 税制度のあり方について



県内の最終処分場への産業廃棄物の搬入に対して課税されるもので、排出抑制への推進支援、リサイクルへの推進支援、産
業廃棄物監視強化対策等に充てられる法定外目的税

項目 内容

納税義務者 排出業者又は中間処理業者

特別徴収義務者 最終処分業者

税率 最終処分場への産業廃棄物の搬入量１ｔにつき1,000円

申告と納税

１．最終処分業者は、排出業者又は中間処理業者から産業廃棄物の埋め立て処分を委託さ
れた場合は、産業廃棄物税を徴収し毎月分を翌月末までに申告し納税
２．排出業者又は中間処理業者がその排出する産業廃棄物の埋め立て処分を自ら行う場合
においては、毎月分を翌月末までに申告し納税

23

（２）本県の自主的な税制 ア 課税自主権の活用（産業廃棄物税の検討・見直し） ３ 税制度のあり方について



◆平成２５年度を目途に検討を加える旨、条例に規定

●制定・改正状況
・平成15年3月28日公布

・平成16年4月1日施行

・平成21年4月1日改正条

例施行

（条例施行後5年後に検討

を加える旨規定）

（奈良県法定外税懇話会よ
り現行制度での課税を継続
する答申がなされことを受
け、平成21年2月議会にお

いて、制度の継続及び平成
25年度を目途に検討を加

える旨条例改正）

●全国の産業廃棄物税の導入状況
施行年月日 府県市名（28自治体）

H14.4.1 三重県

H15.4.1 広島県、鳥取県、岡山県

H15.10.1 北九州市

H16.1.1 青森県、岩手県、秋田県、滋賀県

H16.4.1 新潟県、奈良県、山口県

H17.4.1 宮城県、京都府、島根県、福岡県、
佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、
宮崎県、鹿児島県

H18.4.1 福島県、愛知県、沖縄県

H18.10.1 北海道、山形県

H19.4.1 愛媛県

○奈良県産業廃棄物税条例（平成15年奈良県条例第43号）

附則
1～5 略
(検討)

6 知事は、平成二十五年度を目途として、この条例の施行状況、社会経済情勢の推移等を勘案し、必要がある

と認めるときは、この条例の規定について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。

0

50

100

150

200

250

H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24

税収

単位：百万円

H16
決算

H17
決算

H18
決算

H19
決算

H20
決算

H21
決算

H22
決算

H23
決算

H24
予算

193 183 189 182 176 139 134 108 92

単位：百万円

※百万円以下切り捨tて

●産業廃棄物税の税収額推移

24

（２）本県の自主的な税制 ア 課税自主権の活用（産業廃棄物税の検討・見直し） ３ 税制度のあり方について



・従来は国通知で制度規定

「身体障害者又は精神障害者に対する自動車税、軽自動車税又は自動車取得税の減免について（昭和４５年３月３１日自治府
第３１号）」

・地方分権化に伴い、平成１２年４月に同通知は廃止されたが、身体障害等に対しては同通知の取扱いを考慮して適宜免除又
は軽減することが適当とされた

・地方税法では「特別の事情がある場合において、条例で定めるところにおいて減免することができる」と規定（自動車税：１６２
条、取得税：１２８条）

○県税条例（自動車税：６３条、自動車取得税：５０条）により、下記の３ケースについて申請により減免

事例 所有者 使用者 使用目的

① 身体障害者 専ら当該障害者

② 身体・精神障害者 生計同一者 専ら障害者の通学、通院、通所、生業

③
身体・精神障害者のみで
構成される世帯の障害者

常時介護者 専ら障害者の通学、通院、通所、生業

○具体的な事務については通達により規定、現行では障害等級が基準を満たせば、全額減免

・課税台数が年々減少する一方で、身体障害者等に係る減免適用台数は増加

○ 10年間の課税台数・身障減免適用台数の推移

自動車２税身体障害者等減免制度について ４ 本県の自主的な税務運営に係る課題

25

（２）本県の自主的な税制 イ 減免・課税免除の適用（自動車２税の身体障害者等減免） ３ 税制度のあり方について



【現行】

・自動車取得税 ： 全額減免

・自動車税 ： 全額減免

（ﾌｪﾗｰﾘの減免例）

取得税 90万円

自動車税11.1万円

【改正（案）】

◆ 身体障害者等の取得・使用する自動車について、自動車取得税及び自動車税の減
免制度を見直し 全額減免 → 一部負担へ（上限設定）

◆ 奈良県税制調査会において、課税の公平性の観点等から、減免の必要性及びその
範囲等について検討を行い、その結果をもとに必要な措置を講じる

＜自動車取得税＞ （課税標準額ベース）

減
免
額(
上
限
）

（限
度
額
設
定
）

自動車税

例）4.5万円
減免 （排気
量2.5Ｌ）

負担額

例）300万円
× 5%＝15万
円減免

220万円 兵庫県

250万円 大阪府など11府県

270万円 和歌山県

300万円 東京都など12府県

39,500円 大阪府、兵庫県、

和歌山県（計3府県）

45,000円 東京都など22府県

（備考） 排気量2L又は2.5L

自動車取得税

＜自動車税＞ （税額ベース）

【全国の上限設定の状況）】

25都府県で実施ずみ

□ 減免対象となる障害の程度（等級）を拡大するなど、障害者福祉の充実も併せて検討

（その他、実施予定の府県あり）

（２）本県の自主的な税制 イ 減免・課税免除の適用（自動車２税の身体障害者等減免） ３ 税制度のあり方について
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【参考・他県の事例】
◆東京都 ：東京都税制調査会

◆神奈川県：神奈川県地方税制等研究会
◆新潟県 ：新潟県税制調査会
◆静岡県 ：静岡県地方税制等研究会
◆愛知県 ：地方税制に関する研究会
◆長野県 ：長野県地方税制研究会
◆岡山県 ：岡山県税制懇話会

○委員

○検討テーマ

政策担当部局で
作業・テーマ検討

知事諮問

答申

全 国

知事会

ふるさと
知事ネッ
トワーク

（仮称）奈良県税制調査会

◆ 奈良県の政策目標実現に向けた課税自主権の活用について検討・提言

◆ 経済社会の構造変化に対応した地方税制度について研究・提言

・政策目標の実現のための課税自
主権の活用に関すること。
・地方税制度の改善に関すること。

・その他奈良県の税制に関すること。

幅広い分野から学識経験者７人以内

制度改正提言・要望

◎検討事項

◆法定外税に係る検討（産業廃棄物
税条例延長等）
◆ふるさと知事税制提案に対する意
見の具申

・ 障害者の自動車税・自動車取
得税の減免額見直し(上限設定)

・ その他税目の税軽減制度につ

いて

法定外税のみを検討対象としていた既存の「法定外税懇話会」を、課税自主権の活用につ
いて幅広に検討を行う「税制調査会」に一新し、次の通り機能の拡充を図る。

一
新

法定外税懇話会

○委員
法定外税に係る分野
から学識経験者７人
以内

○検討テーマ

・法定外税の導入に
関する事項

◎過去の検討事項

◆奈良県産業廃棄物税条例
の制定（平成14年度）

◆奈良県森林環境税条例の
制定(平成15年度～16年度）

◆奈良県産業廃棄物税条例の
検討（平成20年度）

◆奈良県森林環境税条例の
延長の検討（平成22年度）

国・市町村

施策
実施

◆政策実現のための税優遇制度のあ
り方を検討

必要に応じ､業界ヒアリングなどを実施

奈良県税制調査会の概要 ４ その他
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奈良県附属機関に関する条例（昭和二十八年三月奈良県条例第四号）
第一条 法律若しくはこれに基づく政令又は他の条例に定めのあるものを除くほか、地方自治法(昭和二十二年法律第六十七号)第百三十八条の四第三項

及び第二百二条の三第一項の規定により、県が設置する附属機関は、別表のとおりとする。
第二条 法律若しくはこれに基づく政令又は他の条例に定めのあるものを除くほか、県が設置する附属機関の組織及び運営に関し必要な事項は、当該執行
機関が定める。

別表(第一条関係) ※改正関係部分の抜粋

附属機関の属する執行機関 附属機関 担任する事項

知事 奈良県税制調査会 税制に関する重要事項についての調査審議
及び建議に関する事務

奈良県税制調査会規則
（趣旨）

第一条 この規則は、奈良県附属機関に関する条例（昭和二十八年三月奈良県条例第四号）第二条の規定に基づき、奈良県税制調査会（以下「調査会」という。）の
組織及び運営に関し必要な事項を定めるものとする。

（組織）
第二条 調査会は、委員七人以内で組織する。
２ 委員は、学識経験を有する者のうちから知事が委嘱する。
（任期）

第三条 委員の任期は二年とし、再任を妨げない。ただし、委員が欠けた場合における補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。
（座長）

第四条 調査会に座長を置き、委員の互選によってこれを定める。
２ 座長は、会務を総理し、調査会を代表する。
３ 座長に事故あるとき又は座長が欠けたときは、あらかじめ座長の指名する委員が、その職務を代理する。
（会議）

第五条 調査会の会議は、座長が招集する。
２ 調査会は、委員の過半数の出席がなければ、会議を開き、議決をすることができない。
３ 調査会の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、座長の決するところによる。
４ 前項の場合においては、座長は、委員として議決に加わる権利を有しない。
（部会）

第六条 調査会は、必要に応じて部会を置くことができる。
２ 部会に属すべき委員は、委員のうちから座長が指名する。
３ 座長は、前項の委員のほか、必要に応じて学識経験を有する者を部会の委員に加えることができる。
４ 部会に部会長を置き、座長が指名する委員をもって充てる。
５ 部会長は、部会の事務を掌理し、部会の審議の経過及び結果を調査会に報告する。
６ 前条の規定は、部会の会議について準用する。この場合において、同条中「座長」とあるのは、「部会長」と読み替えるものとする。
（委員以外の者の出席）

第七条 座長又は部会長は、必要があると認めるときは、会議に関係者の出席を求め、その意見を聴くことができる。
（庶務）

第八条 調査会の庶務は、総務部税務課において処理する。
（その他）

第九条 この規則に定めるもののほか、調査会の運営について必要な事項は、座長が定める。
附 則

（施行期日）
１ この規則は、公布の日から施行する。
（任期の特例）

２ この規則の施行の日以後最初に委嘱される委員の任期は、第三条の規定にかかわらず、平成二十七年三月三十一日までとする。

奈良県附属機関に関する条例、奈良県税制調査会規則 ４ その他
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